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【国際特許分類】
   Ｃ０９Ｄ  17/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ  11/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｂ  67/46     (2006.01)
   Ｂ８２Ｙ  20/00     (2011.01)
   Ｂ８２Ｙ  40/00     (2011.01)
   Ｇ０３Ｆ   7/004    (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ   5/20     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ  11/70     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ  11/56     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０９Ｄ   17/00     　　　　
   Ｃ０９Ｋ   11/02     　　　Ｚ
   Ｃ０９Ｂ   67/46     　　　Ｂ
   Ｂ８２Ｙ   20/00     　　　　
   Ｂ８２Ｙ   40/00     　　　　
   Ｇ０３Ｆ    7/004    ５０７　
   Ｇ０３Ｆ    7/004    ５０１　
   Ｇ０３Ｆ    7/004    ５０４　
   Ｇ０２Ｂ    5/20     　　　　
   Ｃ０９Ｋ   11/70     　　　　
   Ｃ０９Ｋ   11/56     　　　　

【手続補正書】
【提出日】令和3年6月7日(2021.6.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
  リン酸エステル系分散剤存在下で、非極性有機溶媒（Ａ）と量子ドットを含む液中の非
極性有機溶媒（Ａ）を極性有機溶媒（Ｂ）に置換する溶媒置換工程を含む、量子ドット分
散体の製造方法。
【請求項２】
  リン酸エステル系分散剤は、酸価が５０～２５０ｍｇＫＯＨ／ｇである請求項１記載の
量子ドット分散体の製造方法。
【請求項３】
  溶媒置換工程が、量子ドット、非極性有機溶媒（Ａ）及び極性有機溶媒（Ｂ）を含み、
リン酸エステル系分散剤を量子ドット１００重量部に対して７０～２００重量部含むよう
に混合液Ａを調製する混合工程Ａを含む、請求項１又は２に記載の量子ドット分散液の製
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造方法。
【請求項４】
  溶媒置換工程が、混合工程Ａの後、混合液Ａから非極性有機溶媒（Ａ）及び極性有機溶
媒（Ｂ）の一部をそれぞれ除去し、得られた残渣物に極性有機溶媒（Ｂ）を混合液Ｂ１０
０重量％に対して量子ドット０．５～５重量％となるように添加して混合液Ｂを調製する
混合工程Ｂを含む、請求項３に記載の量子ドット分散液の製造方法。
【請求項５】
  極性有機溶媒（Ｂ）が、フォトリソグラフィ用途の溶媒である請求項１～４の何れか１
項に記載の量子ドット分散体の製造方法。
【請求項６】
  極性有機溶媒（Ｂ）が、インクジェット用途の溶媒である請求項１～４の何れか１項に
記載の量子ドット分散体の製造方法。
【請求項７】
  量子ドット、リン酸エステル系分散剤及び極性有機溶媒（Ｂ）を含み、非極性有機溶媒
（Ａ）の含量が０．１～０．５重量％である量子ドット分散体。
【請求項８】
  請求項７に記載の量子ドット分散体を含む硬化膜形成用組成物。
【請求項９】
  請求項８に記載の硬化膜形成用組成物の硬化物を含む表示装置用発光性硬化膜。
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７５】
（実施例６）
  量子ドット（コアシェル構造型半導体量子ドットであるＩｎＰ／ＺｎＳ、分散媒：トル
エン、固形分３重量％）：１０重量部、非極性有機溶媒Ａとしてトルエン（水溶性５２６
ｍｇ／Ｌ）：４０重量部、分散剤１：０．３重量部、極性有機溶媒Ｂとしてジエチレング
リコールモノブチルエーテルアセテート（ＢＤＧＡＣ）：４９．７重量部をＬナスフラス
コに投入した。その後、０．１ａｔｍ、７０℃に設定したロータリーエバポレーター（東
京理化器械株式会社製、ＮＶＣ－２０００）で重量が５０重量部になるまで濃縮し、量子
ドット分散体を得た。
 
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７６】
（実施例７）
  極性有機溶媒Ｂとして、ＢＤＧＡＣに替えて、ジプロピレングリコールモノメチルエー
テルアセテート（ＤＰＭＡ）を用いた以外は、実施例６と同様にして、量子ドット分散体
を得た。
 
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７７
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００７７】
  実施例２～７及び比較例１～８において使用した成分は以下のとおりである。
  分散剤２：日本ルーブリゾール社製、製品名ソルプラス５４０、リン酸エステル系分散
剤、酸価２３５ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分１００重量％、
  分散剤３：ビックケミー・ジャパン社製、製品名ＢＹＫ１１１、リン酸エステル系分散
剤、酸価１２９ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分１００重量％、
  分散剤４：第一工業製薬社製、製品名プライサーフＡＬ、酸価１１５ｍｇＫＯＨ／ｇ、
アミン価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分１００重量％、
  分散剤５：日本ルーブリゾール社製、製品名ソルスパース４１０００、リン酸エステル
系分散剤、酸価５０ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分１００重量％、
  分散剤６：楠本化成社製、製品名ディスパロン２１５０、酸型アクリル系分散剤、酸価
８５ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分５０重量％、
  分散剤７：ビックケミー・ジャパン社製、製品名ＢＹＫＪＥＴ－９１５１、塩酸基型分
散剤、酸価８ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価１８ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分１００重量％、
  分散剤８：第一工業製薬社製、アクリル樹脂、酸価１１５ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価０
ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分１００重量％、
  分散剤９：昭和電工社製、製品名ＳＰＣ－２０００、アミド系分散剤、酸価０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ、アミン価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分３７．４重量％、
  分散剤１０：ビックケミー・ジャパン社製、製品名Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ  ＬＰＮ－６９
１９、アミン系分散剤、酸価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価１２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分
６０重量％、
  分散剤１１：味の素ファインテクノ社製、製品名プレンアクトＫＲ－４１Ｂ、チタネー
トカップリング剤、固形分７０重量％、
  分散剤１２：信越シリコーン社製、製品名ＳＺ－３１、ヘキサメチルジシラザン、固形
分１００重量％、
  ＢＤＧＡＣ：ジエチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、極性有機溶媒、水
溶性１７ｇ／１Ｌ－水
  ＤＰＭＡ：ジプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、極性有機溶媒、水
溶性１６０ｇ／１Ｌ－水
 
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０８】
　表４より、硬化膜６、７のパターニング性は良好であった。
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